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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第92期
第２四半期
連結累計期間

第93期
第２四半期
連結累計期間

第92期

会計期間
自　平成25年４月１日
至　平成25年９月30日

自　平成26年４月１日
至　平成26年９月30日

自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日

営業収益 （百万円） 8,869 7,197 16,031

　  （3,706） （3,802）  

純営業収益 （百万円） 8,768 7,089 15,822

経常利益 （百万円） 2,465 1,418 3,587

四半期（当期）純利益 （百万円） 2,051 1,277 3,184

　  （440） （856）  

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 2,718 1,384 3,715

純資産額 （百万円） 39,422 40,324 40,394

総資産額 （百万円） 91,748 91,639 97,278

１株当たり四半期（当期）

純利益
（円） 23.57 15.00 36.67

　  （5.05） （10.05）  

潜在株式調整後１株当たり

四半期（当期）純利益
（円） 23.07 14.65 35.87

自己資本比率 （％） 42.7 43.6 41.2

営業活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） 6,429 2,819 2,988

投資活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △800 64 △125

財務活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △3,689 △1,010 △1,431

現金及び現金同等物の

四半期末（期末）残高
（百万円） 21,024 23,239 20,866

（注）１　（　）内は第２四半期連結会計期間（３ヵ月）の数値であります。

　２　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

　３　営業収益及び純営業収益には、消費税等は含まれておりません。

 

２【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営んでいる事業の内容に重要な

変更はありません。

また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第２四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生または前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等

のリスク」について重要な変更はありません。

　なお、重要事象等は存在しておりません。

 

２【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。
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３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判

断したものであります。

 

(1）業績の状況

　当第２四半期連結累計期間における世界経済は、中国をはじめとする新興国の成長鈍化、欧州諸国の一部で景気

回復の遅れや地政学的リスクの高まりが見られたものの、米国の景気が拡大基調を維持したことから、総じて底堅

い動きを示しました。また、日本においては、消費税率引上げに伴う駆け込み需要の反動や夏場の天候不順等によ

り個人消費に一部弱い動きが見られたものの、公共投資が景気を下支えし、設備投資の増加や雇用環境が改善する

等底堅く推移しました。

　このような環境下、国内株式市場において日経平均株価は、期初14,870円51銭で始まり、ウクライナ・中東情勢

に対する不安等から下落する場面もありましたが、その後は日本政府が打ち出した新しい成長戦略に対する期待感

や８月以降のさらなる円安・ドル高の進行や堅調に推移する米国株式市場等を背景に上昇基調で推移しました。そ

の結果、９月末の日経平均株価は16,173円52銭で取引を終了しました。

　また、米国株式市場においては主要株価指数であるダウ工業株30種平均は、期初16,458.05米ドルで始まった

後、米国の景気が拡大基調となったことや予想を上回る米国企業の決算発表に支えられ堅調に推移しました。しか

しながら、８月にウクライナ情勢の緊迫化や欧州・中国経済の景況感に不透明感が見受けられたことから、一時は

下落する場面もありました。その後は連邦準備制度理事会（ＦＲＢ）の早期利上げに対する警戒感の後退から、９

月19日には17,350.64米ドルの史上最高値を付け、９月末のダウ工業株30種平均は17,042.90米ドルで取引を終了し

ました。

　当社が注力している中国・香港株式市場は、主要株価指数であるハンセン指数が期初22,292.32ポイントで始ま

り、中国政府が打ち出した景気刺激策や上海・香港両証券取引所の相互乗り入れ「滬港通（ここうつう）」構想が

好感され、その後も環境汚染対策等の政策期待も加わり上昇基調で推移し、９月４日には、25,362.98ポイントの

高値を付けました。しかしながらその後は、軟調な中国経済を示す統計指標や米国の金融政策の転換に対する警戒

感、さらには香港民主化デモ等が重なったことから下げ幅は拡大し、９月末のハンセン指数は22,932.98ポイント

で取引を終了しました。

　このような状況のもと、当社グループは投資信託の販売に注力することにより募集手数料を増加させ、一方、引

き続きコスト削減に努めましたが、株式取引が活況であった前年同四半期からは委託手数料が減少したため、当第

２四半期連結累計期間の当社グループの営業収益は71億97百万円（前年同四半期比81.1％）、経常利益は14億18百

万円（前年同四半期比57.5％）、四半期純利益は12億77百万円（前年同四半期比62.2％）になりました。

　なお、主な内訳は以下のとおりであります。

 

①　受入手数料

期別 区分
株券
(百万円)

債券
(百万円)

受益証券
(百万円)

その他
(百万円)

計
(百万円)

前第２四半期連結累計期間
（自　平成25年４月１日
至　平成25年９月30日）

委託手数料 4,029 2 77 － 4,108

引受け・売出し・特定投資家向け

売付け勧誘等の手数料
58 5 － － 63

募集・売出し・特定投資家向け

売付け勧誘等の取扱手数料
－ 0 1,892 － 1,892

その他の受入手数料 61 1 649 102 815

計 4,149 9 2,619 102 6,881

当第２四半期連結累計期間
（自　平成26年４月１日
至　平成26年９月30日）

委託手数料 2,425 0 69 － 2,495

引受け・売出し・特定投資家向け

売付け勧誘等の手数料
65 8 － － 74

募集・売出し・特定投資家向け

売付け勧誘等の取扱手数料
－ 2 2,126 － 2,129

その他の受入手数料 58 2 717 88 866

計 2,550 13 2,913 88 5,565

 

　受入手数料の合計は55億65百万円（前年同四半期比80.8％）になりました。科目別の概況は以下のとおりであ

ります。
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（委託手数料）

　当第２四半期連結累計期間の東証一・二部の１日平均売買代金は２兆875億円（前年同四半期比73.8％）にな

りました。当社の国内株式委託売買代金は7,594億円（前年同四半期比65.0％）、外国株式委託売買代金は267億

円（前年同四半期比67.2％）になりました。その結果、当社グループの株式委託手数料は24億25百万円（前年同

四半期比60.2％）になりました。

 

（引受け・売出し・特定投資家向け売付け勧誘等の手数料）

　引受け・売出し・特定投資家向け売付け勧誘等の手数料は株式の引受高等の増加により74百万円（前年同四半

期比116.0％）になりました。

 

（募集・売出し・特定投資家向け売付け勧誘等の取扱手数料）

　主に証券投資信託の販売手数料で構成される募集・売出し・特定投資家向け売付け勧誘等の取扱手数料は株式

投資信託の募集金額が902億円（前年同四半期比119.5％）に増加したため21億29百万円（前年同四半期比

112.5％）になりました。

 

（その他の受入手数料）

　証券投資信託の代行手数料が中心のその他の受入手数料は株式投資信託の預り資産の平均残高が2,132億円

（前年同四半期比117.7％）に増加したため８億66百万円（前年同四半期比106.2％）になりました。

 

②　トレーディング損益

区分

前第２四半期連結累計期間
（自　平成25年４月１日
至　平成25年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成26年４月１日
至　平成26年９月30日）

実現損益
（百万円）

評価損益
（百万円）

計
（百万円）

実現損益
（百万円）

評価損益
（百万円）

計
（百万円）

株券等 439 △8 430 744 0 744

債券等 553 △62 490 226 2 228

その他 877 1 879 402 1 404

計 1,869 △70 1,799 1,373 4 1,378

 

　トレーディング損益は株券等が７億44百万円（前年同四半期比173.0％）、債券等が２億28百万円（前年同四

半期比46.5％）、その他が４億４百万円（前年同四半期比46.0％）で合計13億78百万円（前年同四半期比

76.5％）になりました。

 

③　金融収支

　金融収益は信用取引収益の減少等により２億24百万円（前年同四半期比91.3％）になりました。また、金融費

用は信用取引費用の増加等により１億８百万円（前年同四半期比107.3％）になりました。この結果、差引金融

収支は１億16百万円（前年同四半期比80.1％）になりました。

 

④　販売費・一般管理費

　販売費・一般管理費は、取引関係費が８億39百万円（前年同四半期比87.0％）、人件費が31億44百万円（前年

同四半期比89.9％）、不動産関係費が８億８百万円（前年同四半期比95.9％）、事務費が７億17百万円（前年同

四半期比94.5％）、減価償却費が３億９百万円（前年同四半期比97.3％）等により合計で59億90百万円（前年同

四半期比91.6％）になりました。

 

⑤　営業外損益

　営業外収益は３億29百万円（前年同四半期比130.6％）、営業外費用は９百万円（前年同四半期比60.6％）で

差引損益は３億20百万円（前年同四半期比135.4％）になりました。
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⑥　特別損益

　特別利益は投資有価証券売却益により５億21百万円（前年同四半期の特別利益は９百万円）、特別損失は投資

有価証券評価損18百万円及び金融商品取引責任準備金繰入れ15百万円により33百万円（前年同四半期の特別損失

の計上はありません）で差引損益は４億87百万円の利益（前年同四半期は９百万円の利益）になりました。

 

(2）財政状態の分析

①　資産

　資産合計は916億39百万円と前連結会計年度末に比べ56億39百万円の減少になりました。主な要因は、現金・

預金が26億20百万円増加したものの、顧客分別金信託が39億18百万円、信用取引貸付金が37億94百万円及び商品

有価証券等が11億58百万円減少したことによるものであります。

 

②　負債

　負債合計は513億14百万円と前連結会計年度末に比べ55億69百万円の減少になりました。主な要因は、その他

の預り金が42億41百万円及び信用取引貸証券受入金が10億13百万円増加したものの、信用取引借入金が86億97百

万円及び顧客からの預り金が12億17百万円減少したことによるものであります。

 

③　純資産

　純資産合計は403億24百万円と前連結会計年度末に比べ70百万円の減少になりました。主な要因は、その他有

価証券評価差額金が１億51百万円及び為替換算調整勘定が１億20百万円増加したものの、利益剰余金が２億26百

万円及び退職給付に係る調整累計額が１億64百万円減少したことによるものであります。

 

(3）キャッシュ・フローの状況の分析

当第２四半期連結累計期間における現金及び現金同等物の四半期末残高は232億39百万円と前年同四半期末に比

べ22億15百万円の増加になりました。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動によるキャッシュ・フローは28億19百万円の収入となり、前年同四半期に比べ36億９百万円の減少にな

りました。主な要因は、信用取引負債の増減額の減少によるキャッシュ・フローの減少前年同四半期比77億97百万

円、立替金及び預り金の増減額の減少によるキャッシュ・フローの減少前年同四半期比36億70百万円、受入保証金

の増減額の減少によるキャッシュ・フローの減少前年同四半期比16億53百万円、顧客分別金信託の増減額の減少に

よるキャッシュ・フローの増加前年同四半期比58億96百万円、信用取引資産の増減額の減少によるキャッシュ・フ

ローの増加前年同四半期比57億92百万円によるものであります。

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動によるキャッシュ・フローは64百万円の収入となり、前年同四半期に比べ８億64百万円の増加になりま

した。主な要因は、投資有価証券の売却による収入の増加によるキャッシュ・フローの増加前年同四半期比５億４

百万円、定期預金の預入による支出の減少によるキャッシュ・フローの増加前年同四半期比３億60百万円によるも

のであります。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動によるキャッシュ・フローは10億10百万円の支出となり、前年同四半期に比べ26億78百万円の増加にな

りました。主な要因は、配当金の支払額の増加によるキャッシュ・フローの減少前年同四半期比３億25百万円、短

期借入金の純増減額の増加によるキャッシュ・フローの増加前年同四半期比30億円によるものであります。

 

(4）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新た

に生じた課題はありません。

 

(5）研究開発活動

該当事項はありません。

 

(6）従業員数

著しい増減はありません。

 

(7）生産、受注及び販売の実績
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著しい変動はありません。

 

(8）主要な設備

著しい変動はありません。

 

(9）経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し

　当社グループの中核事業が金融商品取引業であることから、営業収益は国内外の金融商品取引市場の変動に大き

く影響を受けます。このため、当社グループの経営成績は金融商品取引市場の環境により大きく変動する可能性が

あります。

　また、当社グループの四半期連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づ

き作成しております。当社グループは、特に重要な判断と見積りを伴う以下の会計方針が、四半期連結財務諸表の

作成に大きな影響を及ぼすと考えております。

 

①　貸倒引当金

　当社グループは、顧客との取引により発生する債権等の回収不能見込額について、貸倒引当金を計上しており

ます。債務者の財政状態が悪化し、その支払能力が低下した場合は、追加引当が必要となる可能性があります。

　なお、当第２四半期連結会計期間末現在、貸倒引当金を１億92百万円計上しております。

 

②　有価証券の減損

　当社グループは、長期的な取引関係の維持のため、また、ベンチャー企業へ投資し、将来のキャピタルゲイン

の獲得等のために、他社発行の株式を保有しております。これらの株式には価格変動性が高い上場株式と株価の

決定が困難である未上場株式があります。当社グループは、投資価値の下落が一時的ではないと判断した場合、

所定のルールに従い、有価証券の減損を計上しております。

　なお、当第２四半期連結累計期間は、保有株式の流通価値の下落等の理由により59百万円の減損を計上してお

ります。

 

③　繰延税金資産

　当社グループは、繰延税金資産について、将来の課税所得及び実現性の高い税務計画を検討し、回収が確実で

あると認められる金額について計上しております。また、計上した繰延税金資産に係る課税所得の全部または一

部について将来の減算効果が認められないと判断した場合には、繰延税金資産の取崩しを行い法人税等調整額を

計上しております。

　なお、当第２四半期連結会計期間末現在、繰延税金資産を２億91百万円計上しております。

 

④　年金給付費用

　当社は、確定給付企業年金制度及び確定拠出年金制度を設けております。

　確定給付企業年金制度における従業員退職給付費用及び債務は、数理計算上で設定される前提条件に基づいて

算出しております。これらの前提条件には、割引率、将来の報酬水準、退職率、直近の統計数値に基づいて算出

する死亡率及び年金資産の長期期待運用収益率等が含まれます。割引率は、退職給付の支払見込期間及び支払見

込期間ごとの金額を反映した単一の加重平均割引率により算出しており、長期期待運用収益率は、年金資産が投

資されている資産の長期期待運用収益率に基づいて計算しております。実際の結果が前提条件と異なる場合、そ

の影響は退職給付に係る調整累計額として純資産を加減算することとなります。

　なお、当第２四半期連結累計期間は数理計算上の差異において有利差異が発生しており、当該有利差異の償却

が勤務費用及び利息費用を上回っていることから、営業外収益を80百万円計上しております。また、会計方針の

変更による退職給付債務の計算方法の見直しにより退職給付に係る資産が期首に４億65百万円減少しておりま

す。

　なお、当第２四半期連結会計期間末現在、退職給付に係る資産を３億42百万円計上しております。

 

　当社グループの営業収益は、中核事業が金融商品取引業であることから国内外の金融商品取引市場の変動に大き

く影響受けるため、不安定な状況にあります。そのため、現在、募集商品の主力として投資信託の販売に注力する

ことにより預り資産残高を増やし、ストックからの安定的収益が確保できるよう収益構造の改革に取り組んでおり

ます。
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(10）資本の財源及び資金の流動性についての分析

　当社グループの資金状況は、営業活動によるキャッシュ・フローが、顧客分別金信託及び信用取引資産の減少等

により28億19百万円の収入、投資活動によるキャッシュ・フローが、投資有価証券の売却による収入等により64百

万円の収入、財務活動によるキャッシュ・フローが、配当金の支払額等により10億10百万円の支出となりました。

　この結果、当社グループの現金及び現金同等物の四半期末残高は前連結会計年度末に比べ23億72百万円増加した

ことで232億39百万円の残高となり、十分に流動性が確保されております。

　また、不測の事態に備えるため、当社は取引銀行11行と当座貸越契約、取引銀行６行からなる協調融資団と貸出

コミットメント契約をそれぞれ締結しており、連結子会社（東洋証券亜洲有限公司）は取引銀行１行と当座貸越契

約を締結しております。このほか、緊急時対応についてもコンティンジェンシープランを策定し、全社的な緊急時

対応体制を構築しております。

 

(11）経営者の問題認識と今後の方針について

　当社グループは、「信頼」、「付加価値」、「得意分野」の経営理念のもと、コンプライアンス及びリスク管理

をすべての施策の最重要課題の１つと位置付けつつ、中核事業である金融商品取引業を通じて、質の高い金融サー

ビスを展開し、お客さまの満足度を高めるとともに、社会に貢献してまいりたいと考えております。

　当社グループは、平成24年４月より中期経営計画（５か年計画）「Revolution-Next100th」をスタートし、平成

28年12月の創業100周年という大きな節目を機に、あらためて当社グループの目指すべき将来像を明確にすべく、

支店のあるそれぞれの地域において、世代を超えて資産運用パートナーとして選ばれる「スーパー・リージョナル

（地域密着型）・リテール証券会社」を目指すことを打ち出しております。

　信頼される質の高い金融サービスを提供し、お客さま、株主、投資家を含め、すべてのステークホルダーから

「選ばれる」証券会社としての地位を確立してまいります。

　また、当社グループは、中期経営計画「Revolution-Next100th」において、他社との差別化による競争優位の確

立及び市況の変化に耐えうる収益構造にするための変革により、ビジネスモデルの再構築を主要課題としておりま

す。

　重点課題として、①リテール営業の再強化や新たな収益基盤の確立を目指す等の得意分野の見直し、②店舗・イ

ンターネット双方のチャネルを活かした収益モデル改革、③不動産費等のコスト削減の徹底、④営業力強化・業務

効率化に向けた人事制度・人材活用改革を柱として掲げ、それぞれの課題に対する施策を講じてまいります。

 

なお、「第２　事業の状況」に記載の消費税等の課税取引については、消費税等を含んでおりません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（1）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 316,000,000

計 316,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成26年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成26年11月13日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 91,355,253 91,355,253
東京証券取引所

市場第一部

単元株式数は1,000株であり

ます。

計 91,355,253 91,355,253 － －

（注）　「提出日現在発行数」欄には、平成26年11月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により

発行された株式数は、含まれておりません。

 

EDINET提出書類

東洋証券株式会社(E03768)

四半期報告書

 9/37



（2）【新株予約権等の状況】

 当第２四半期会計期間において発行した新株予約権は、次のとおりであります。

決議年月日 平成26年７月30日

新株予約権の数(個) 320

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式(注)１

新株予約権の目的となる株式の数(株)
320,000

(新株予約権１個につき1,000株)(注)２

新株予約権の行使時の払込金額
行使により交付を受けることができる
株式１株につき１円

新株予約権の行使期間
　平成26年８月１日～
平成56年７月31日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額(円)

 

　　発行価格 232
 

　　資本組入額 116
 

新株予約権の行使の条件 (注)３

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権の譲渡は取締役会の承認を要する。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 (注)４

（注）１　普通株式とは、完全議決権株式であり、権利内容に何ら限定のない当社における標準となる株式でありま

す。また、単元株式数は1,000株であります。

２　新株予約権発行後、当社が株式分割（当社普通株式の株式無償割当てを含む。以下、株式分割の記載につき

同じ。）または株式併合を行う場合、次の算式により付与株式数を調整するものとし、調整の結果生じる１株

未満の端数は切り捨てる。

調整後付与株式数＝調整前付与株式数×株式分割・株式併合の比率

３　新株予約権の行使の条件

①　新株予約権者は、当社の取締役、監査役及び執行役員のいずれの地位をも喪失した日の翌日から10日間

以内（10日目が休日に当たる場合には翌営業日）に限り、新株予約権を行使することができる。

②　その他の条件については、当社と新株予約権者との間で締結する「新株予約権割当契約」に定めるとこ

ろによる。

４　当社が合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割若しくは新設分割（それぞれ当社が分割

会社となる場合に限る。）、株式交換若しくは株式移転（それぞれ当社が完全子会社となる場合に限る。）

（以上を総称して以下、「組織再編行為」という。）をする場合において、組織再編行為の効力発生日（吸収

合併につき吸収合併がその効力を生じる日、新設合併につき新設合併設立株式会社成立の日、吸収分割につき

吸収分割がその効力を生じる日、新設分割につき新設分割設立株式会社成立の日、株式交換につき株式交換が

その効力を生じる日、及び株式移転につき株式移転設立完全親会社の成立の日をいう。以下同じ。）の直前に

おいて残存する新株予約権（以下、「残存新株予約権」という。）を保有する新株予約権者に対し、それぞれ

の場合につき、会社法第236条第１項第８号のイからホまでに掲げる株式会社（以下、「再編対象会社」とい

う。）の新株予約権をそれぞれ交付することとする。ただし、以下の各号に沿って再編対象会社の新株予約権

を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約または株式移転

計画において定めることを条件とする。

①　交付する再編対象会社の新株予約権の数

新株予約権者が保有する残存新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付するものとする。

②　新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。

③　新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件等を勘案のうえ、上記「新株予約権の目的となる株式の数」に準じて決定する。
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④　新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、以下に定める再編後行使価額に上記

③に従って決定される当該各新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じて得られる金額とす

る。再編後行使価額は、交付される各新株予約権を行使することにより交付を受けることができる再編対

象会社の株式１株当たり１円とする。

⑤　新株予約権を行使することができる期間

上記「新株予約権の行使期間」に定める新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織再編行

為の効力発生日のうちいずれか遅い日から、上記「新株予約権の行使期間」に定める新株予約権を行使す

ることができる期間の満了日までとする。

⑥　新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

上記「新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」に準じて決定す

る。

⑦　譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の決議による承認を要するものとす

る。

⑧　新株予約権の行使の条件

上記「新株予約権の行使の条件」に準じて決定する。

⑨　新株予約権の取得条項

当社は、以下の議案につき当社株主総会で承認された場合（株主総会決議が不要の場合は、当社取締役

会決議）は、当社取締役会が別途定める日に、新株予約権を無償で取得することができる。

（イ）　当社が消滅会社となる合併契約承認の議案

（ロ）　当社が分割会社となる分割契約または分割計画承認の議案

（ハ）　当社が完全子会社となる株式交換契約または株式移転計画承認の議案

（ニ）　当社の発行する全部の株式の内容として譲渡による当該株式の取得について当社の承認を要する

ことについての定めを設ける定款の変更承認の議案

（ホ）　新株予約権の目的である種類の株式の内容として譲渡による当該種類の株式の取得について当社

の承認を要することまたは当該種類の株式について当社が株主総会の決議によってその全部を取得

することについての定めを設ける定款の変更承認の議案

 

（3）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

 該当事項はありません。

 

（4）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

（5）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

平成26年７月１日～

平成26年９月30日
－ 91,355,253 － 13,494 － 9,650

 

EDINET提出書類

東洋証券株式会社(E03768)

四半期報告書

11/37



（6）【大株主の状況】

  平成26年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

日本電子計算株式会社 東京都江東区東陽２丁目４－24 6,860 7.50

住友生命保険相互会社

（常任代理人　日本トラスティ・サービス信託

銀行株式会社）

東京都中央区築地７丁目18－24

（東京都中央区晴海１丁目８－11）
5,449 5.96

水戸証券株式会社 東京都中央区日本橋２丁目３－10 3,137 3.43

株式会社広島銀行

（常任代理人　資産管理サービス信託銀行株式

会社）

広島県広島市中区紙屋町１丁目３－８

（東京都中央区晴海１丁目８－12）
3,120 3.41

ザ　チェース　マンハッタン　バンク　エヌエ

イ　ロンドン　エス　エル　オムニバス　アカ

ウント

（常任代理人　株式会社みずほ銀行）

WOOLGATE HOUSE, COLEMAN STREET

LONDON EC２P ２HD, ENGLAND

（東京都中央区月島４丁目16－13）

1,523 1.66

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託

口）
東京都港区浜松町２丁目11－３ 1,471 1.61

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社

（信託口）
東京都中央区晴海１丁目８－11 1,365 1.49

東京海上日動火災保険株式会社 東京都千代田区丸の内１丁目２－１ 1,300 1.42

東洋証券従業員持株会 東京都中央区八丁堀４丁目７－１ 1,112 1.21

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

（常任代理人　日本マスタートラスト信託銀行

株式会社）

東京都千代田区丸の内１丁目４－５

（東京都港区浜松町２丁目11－３）
1,090 1.19

計 － 26,427 28.92

（注）　当社は自己株式6,159,861株（発行済株式総数に対する所有株式数の割合6.74％）を所有しておりますが、当

該株式について議決権を有しないため、上記には記載しておりません。
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（7）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成26年９月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式 　6,159,000
－

権利内容に何ら限定のない当社に

おける標準となる株式

完全議決権株式（その他） 普通株式　84,587,000 　　　　　　　84,587 同上

単元未満株式 普通株式 　　609,253 － １単元（1,000株）未満の株式

発行済株式総数 　　　　　91,355,253 － －

総株主の議決権 － 　　　　　　　84,587 －

（注）「単元未満株式数」には、当社所有の自己株式861株が含まれております。

 

②【自己株式等】

平成26年９月30日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義
所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）

東洋証券株式会社

東京都中央区八丁堀

４丁目７－１
6,159,000 － 6,159,000 6.74

計 － 6,159,000 － 6,159,000 6.74

（注）　株主名簿上、当社名義となっておりますが、実質的に所有していない株式が1,000株（議決権１個）ありま

す。なお、当該株式数は上記「①発行済株式」の「完全議決権株式（その他）」の中に含まれております。

 

 

２【役員の状況】

 前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動はありません。
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３【業務の状況】

(1）受入手数料の内訳

期別 区分
株券
(百万円)

債券
(百万円)

受益証券
(百万円)

その他
(百万円)

計
(百万円)

前第２四半期累計期間
（自　平成25年４月１日
至　平成25年９月30日）

委託手数料 3,914 2 77 － 3,994

引受け・売出し・特定投資家向け

売付け勧誘等の手数料
58 5 － － 63

募集・売出し・特定投資家向け

売付け勧誘等の取扱手数料
－ 0 1,892 － 1,892

その他の受入手数料 61 1 649 97 809

計 4,034 9 2,619 97 6,760

当第２四半期累計期間
（自　平成26年４月１日
至　平成26年９月30日）

委託手数料 2,346 0 69 － 2,416

引受け・売出し・特定投資家向け

売付け勧誘等の手数料
65 8 － － 74

募集・売出し・特定投資家向け

売付け勧誘等の取扱手数料
－ 2 2,126 － 2,129

その他の受入手数料 58 2 717 82 861

計 2,471 13 2,913 82 5,481

 

(2）トレーディング損益の内訳

区分

前第２四半期累計期間
（自　平成25年４月１日
至　平成25年９月30日）

当第２四半期累計期間
（自　平成26年４月１日
至　平成26年９月30日）

実現損益
（百万円）

評価損益
（百万円）

計
（百万円）

実現損益
（百万円）

評価損益
（百万円）

計
（百万円）

株券等 441 △8 432 744 0 744

債券等 553 △62 490 226 2 228

その他 877 1 879 402 1 404

計 1,872 △70 1,801 1,373 4 1,378
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(3）自己資本規制比率

区分
前第２四半期会計期間
（平成25年９月30日）

当第２四半期会計期間
（平成26年９月30日）

基本的項目（百万円）  (A) 34,968 35,214

補完的項目

その他有価証券評価差額金

（評価益）等（百万円）
 3,721 3,635

金融商品取引責任準備金等

（百万円）
 101 165

一般貸倒引当金（百万円）  4 3

計（百万円） (B) 3,827 3,805

控除資産（百万円）  (C) 7,839 7,798

固定化されていない

自己資本（百万円）
(A)＋(B)－(C) (D) 30,956 31,221

リスク相当額

市場リスク相当額（百万円）  1,897 1,655

取引先リスク相当額（百万円）  685 638

基礎的リスク相当額（百万円）  2,835 2,895

計（百万円） (E) 5,418 5,189

自己資本規制比率(％) (D)／(E)×100  571.2 601.6

（注）市場リスク相当額の月末平均額は前第２四半期累計期間1,831百万円、当第２四半期累計期間1,678百万円、月末

最大額は前第２四半期累計期間2,138百万円、当第２四半期累計期間1,755百万円、取引先リスク相当額の月末平均

額は前第２四半期累計期間696百万円、当第２四半期累計期間674百万円、月末最大額は前第２四半期累計期間715

百万円、当第２四半期累計期間711百万円であります。

 

(4）有価証券の売買等業務の状況

①　株券（先物取引を除く）

期別

受託 自己 合計

株数
（千株）

金額
（百万円）

株数
（千株）

金額
（百万円）

株数
（千株）

金額
（百万円）

前第２四半期累計期間
（自　平成25年４月１日
至　平成25年９月30日）

2,994,637 1,207,685 7,851 34,705 3,002,489 1,242,390

当第２四半期累計期間
（自　平成26年４月１日
至　平成26年９月30日）

1,898,835 786,179 11,190 56,567 1,910,026 842,747

 

②　債券（先物取引を除く）

期別 受託（百万円） 自己（百万円） 合計（百万円）

前第２四半期累計期間
（自　平成25年４月１日
至　平成25年９月30日）

1,059 39,282 40,342

当第２四半期累計期間
（自　平成26年４月１日
至　平成26年９月30日）

240 28,392 28,633
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③　受益証券

期別 受託（百万円） 自己（百万円） 合計（百万円）

前第２四半期累計期間
（自　平成25年４月１日
至　平成25年９月30日）

23,788 3,539 27,328

当第２四半期累計期間
（自　平成26年４月１日
至　平成26年９月30日）

28,269 15,964 44,234

 

④　株式先物取引等

期別
先物取引 オプション取引

合計
（百万円）

受託（百万円） 自己（百万円） 受託（百万円） 自己（百万円）

前第２四半期累計期間
（自　平成25年４月１日
至　平成25年９月30日）

－ 234,563 1,208 762,942 998,713

当第２四半期累計期間
（自　平成26年４月１日
至　平成26年９月30日）

－ 225,231 869 26,796 252,896

 

⑤　債券先物取引等

期別
先物取引 オプション取引

合計
（百万円）

受託（百万円） 自己（百万円） 受託（百万円） 自己（百万円）

前第２四半期累計期間
（自　平成25年４月１日
至　平成25年９月30日）

－ 27,029,997 － 236,333 27,266,330

当第２四半期累計期間
（自　平成26年４月１日
至　平成26年９月30日）

－ 10,553,162 － 114,978 10,668,140

 

(5）有価証券の引受け及び売出し並びに特定投資家向け売付け勧誘等並びに有価証券の募集、売出し及び私募の取扱

い並びに特定投資家向け売付け勧誘等の取扱いの状況

（注）１　引受高には、特定投資家向け売付け勧誘等の総額を含みます。

２　募集・売出しの取扱高には、売出高、特定投資家向け売付け勧誘等の取扱高及び私募の取扱高を含み

ます。

①　株券

期別 引受高（百万円） 募集・売出しの取扱高（百万円）

前第２四半期累計期間
（自　平成25年４月１日
至　平成25年９月30日）

1,019 1,151

当第２四半期累計期間
（自　平成26年４月１日
至　平成26年９月30日）

1,156 1,295
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②　債券

期別 区分 引受高（百万円） 募集・売出しの取扱高（百万円）

前第２四半期累計期間
（自　平成25年４月１日
至　平成25年９月30日）

国債 5,133 133

地方債 3,295 255

特殊債 － －

社債 1,540 1,140

外国債券 － 5,990

合計 9,968 7,518

当第２四半期累計期間
（自　平成26年４月１日
至　平成26年９月30日）

国債 2,022 177

地方債 3,675 275

特殊債 － －

社債 2,720 1,720

外国債券 － 3,690

合計 8,417 5,862

 

③　受益証券

期別 引受高（百万円） 募集・売出しの取扱高（百万円）

前第２四半期累計期間
（自　平成25年４月１日
至　平成25年９月30日）

－ 382,971

当第２四半期累計期間
（自　平成26年４月１日
至　平成26年９月30日）

－ 329,519
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第４【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について
当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）並びに同規則第61条及び第82条の規定に基づき、「金融商品

取引業等に関する内閣府令」（平成19年８月６日内閣府令第52号）及び「有価証券関連業経理の統一に関する規則」

（昭和49年11月14日付日本証券業協会自主規制規則）に準拠して作成しております。

なお、四半期連結財務諸表規則第83条の３により、四半期連結会計期間に係る四半期連結損益及び包括利益計算書

を作成しております。

 

２　監査証明について
当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（平成26年７月１日から平

成26年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成26年４月１日から平成26年９月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

(1)【四半期連結貸借対照表】

  (単位：百万円)

 
前連結会計年度
(平成26年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成26年９月30日)

資産の部   

流動資産   

現金・預金 ※１ 25,154 ※１ 27,774

預託金 25,462 21,543

顧客分別金信託 25,375 21,456

その他の預託金 86 86

トレーディング商品 ※１ 3,079 ※１ 1,922

商品有価証券等 3,077 1,919

デリバティブ取引 1 3

約定見返勘定 － 27

信用取引資産 21,734 18,522

信用取引貸付金 21,269 17,475

信用取引借証券担保金 464 1,047

立替金 2,926 3,412

短期差入保証金 1,602 1,602

短期貸付金 44 36

未収収益 521 514

その他の商品 388 471

繰延税金資産 318 275

その他の流動資産 125 151

貸倒引当金 △5 △3

流動資産計 81,351 76,250

固定資産   

有形固定資産 ※１ 1,137 ※１ 1,138

建物（純額） 405 421

器具備品(純額) 285 275

土地 430 430

リース資産（純額） 15 12

無形固定資産 1,614 1,508

ソフトウエア 1,506 1,400

その他 108 108

投資その他の資産 13,175 12,741

投資有価証券 ※１ 10,133 ※１ 10,216

その他の関係会社有価証券 25 12

長期差入保証金 1,917 1,918

退職給付に係る資産 822 342

繰延税金資産 0 －

その他 464 439

貸倒引当金 △188 △188

固定資産計 15,927 15,388

資産合計 97,278 91,639
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  (単位：百万円)

 
前連結会計年度
(平成26年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成26年９月30日)

負債の部   

流動負債   

約定見返勘定 48 －

信用取引負債 16,190 8,506

信用取引借入金 ※１ 15,253 ※１ 6,555

信用取引貸証券受入金 936 1,950

預り金 20,737 23,753

顧客からの預り金 18,725 17,508

募集等受入金 15 6

その他の預り金 1,996 6,238

受入保証金 3,395 3,325

短期借入金 ※１ 11,150 ※１ 11,150

1年内返済予定の長期借入金 ※１ 300 ※１ 300

リース債務 7 6

未払法人税等 1,058 605

繰延税金負債 83 112

賞与引当金 589 600

役員賞与引当金 55 23

その他の流動負債 826 527

流動負債計 54,442 48,909

固定負債   

リース債務 10 7

繰延税金負債 1,925 1,874

役員退職慰労引当金 4 4

資産除去債務 173 174

その他の固定負債 178 177

固定負債計 2,291 2,238

特別法上の準備金   

金融商品取引責任準備金 ※３ 150 ※３ 165

特別法上の準備金計 150 165

負債合計 56,884 51,314

純資産の部   

株主資本   

資本金 13,494 13,494

資本剰余金 9,650 9,650

利益剰余金 15,327 15,100

自己株式 △1,871 △1,840

株主資本合計 36,600 36,405

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 3,423 3,575

為替換算調整勘定 △585 △464

退職給付に係る調整累計額 682 517

その他の包括利益累計額合計 3,520 3,627

新株予約権 273 291

純資産合計 40,394 40,324

負債・純資産合計 97,278 91,639
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（2）【四半期連結損益及び包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成25年４月１日
　至　平成25年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年９月30日)

営業収益   

受入手数料 6,881 5,565

委託手数料 4,108 2,495

引受け・売出し・特定投資家向け売付け勧誘

等の手数料
63 74

募集・売出し・特定投資家向け売付け勧誘等

の取扱手数料
1,892 2,129

その他の受入手数料 815 866

トレーディング損益 1,799 1,378

金融収益 246 224

その他の営業収益 △57 29

営業収益計 8,869 7,197

金融費用 100 108

純営業収益 8,768 7,089

販売費・一般管理費   

取引関係費 964 839

人件費 ※１ 3,493 ※１ 3,144

不動産関係費 843 808

事務費 759 717

減価償却費 318 309

租税公課 72 67

貸倒引当金繰入れ 1 －

その他 85 103

販売費・一般管理費計 6,539 5,990

営業利益 2,229 1,098

営業外収益   

受取家賃 81 81

投資有価証券配当金 135 139

数理計算上の差異償却 － 80

その他 35 28

営業外収益計 252 329

営業外費用   

固定資産除却損 6 2

固定資産売却損 － 0

売買差損金 2 0

その他 7 6

営業外費用計 16 9

経常利益 2,465 1,418
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  （単位：百万円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成25年４月１日
　至　平成25年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年９月30日)

特別利益   

投資有価証券売却益 － 521

金融商品取引責任準備金戻入 9 －

特別利益計 9 521

特別損失   

投資有価証券評価損 － 18

金融商品取引責任準備金繰入れ － 15

特別損失計 － 33

税金等調整前四半期純利益 2,474 1,905

法人税、住民税及び事業税 491 584

法人税等調整額 △68 43

法人税等合計 423 628

少数株主損益調整前四半期純利益 2,051 1,277

四半期純利益 2,051 1,277

少数株主損益調整前四半期純利益 2,051 1,277

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 592 151

為替換算調整勘定 73 120

退職給付に係る調整額 － △164

その他の包括利益合計 666 107

四半期包括利益 2,718 1,384

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 2,718 1,384

少数株主に係る四半期包括利益 － －
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【第２四半期連結会計期間】

  （単位：百万円）

 
前第２四半期連結会計期間
(自　平成25年７月１日
　至　平成25年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自　平成26年７月１日
　至　平成26年９月30日)

営業収益   

受入手数料 2,928 2,933

委託手数料 1,516 1,352

引受け・売出し・特定投資家向け売付け勧誘

等の手数料
52 32

募集・売出し・特定投資家向け売付け勧誘等

の取扱手数料
948 1,105

その他の受入手数料 410 442

トレーディング損益 673 728

金融収益 122 112

その他の営業収益 △17 28

営業収益計 3,706 3,802

金融費用 49 55

純営業収益 3,656 3,747

販売費・一般管理費   

取引関係費 510 438

人件費 1,477 1,632

不動産関係費 402 394

事務費 406 355

減価償却費 166 157

租税公課 33 35

貸倒引当金繰入れ 1 －

その他 39 47

販売費・一般管理費計 3,038 3,061

営業利益 618 685

営業外収益   

受取家賃 40 40

投資有価証券配当金 19 7

数理計算上の差異償却 － 40

その他 35 18

営業外収益計 94 106

営業外費用   

固定資産除却損 0 2

固定資産売却損 － 0

売買差損金 1 0

その他 1 4

営業外費用計 3 7

経常利益 708 784
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  （単位：百万円）

 
前第２四半期連結会計期間
(自　平成25年７月１日
　至　平成25年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自　平成26年７月１日
　至　平成26年９月30日)

特別利益   

投資有価証券売却益 － 521

投資有価証券評価損戻入益 － 2

特別利益計 － 524

特別損失   

金融商品取引責任準備金繰入れ － 8

特別損失計 － 8

税金等調整前四半期純利益 708 1,300

法人税、住民税及び事業税 355 578

法人税等調整額 △86 △134

法人税等合計 268 443

少数株主損益調整前四半期純利益 440 856

四半期純利益 440 856

少数株主損益調整前四半期純利益 440 856

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 512 △82

為替換算調整勘定 △14 149

退職給付に係る調整額 － △41

その他の包括利益合計 497 24

四半期包括利益 937 881

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 937 881

少数株主に係る四半期包括利益 － －
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：百万円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成25年４月１日
　至　平成25年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 2,474 1,905

減価償却費 318 309

貸倒引当金の増減額（△は減少） 1 △1

賞与引当金の増減額（△は減少） 181 △21

退職給付引当金の増減額（△は減少） △80 －

退職給付に係る資産の増減額（△は増加） － △242

金融商品取引責任準備金の増減額（△は減少） △9 15

投資有価証券評価損益（△は益） 0 18

有形固定資産売却損益（△は益） 0 0

固定資産除却損 6 2

投資有価証券売却損益（△は益） － △521

受取利息及び受取配当金 △180 △171

支払利息 51 52

為替差損益（△は益） △269 △590

顧客分別金信託の増減額（△は増加） △1,899 3,996

トレーディング商品の増減額 △817 1,156

信用取引資産の増減額（△は増加） △2,580 3,212

信用取引負債の増減額（△は減少） 113 △7,684

立替金及び預り金の増減額 6,137 2,466

営業貸付金の増減額（△は増加） △14 8

その他の商品の増減額(△は増加) 61 73

受入保証金の増減額（△は減少） 1,584 △69

その他 1,354 △211

小計 6,434 3,704

利息及び配当金の受取額 174 171

利息の支払額 △52 △51

法人税等の支払額 △127 △1,005

営業活動によるキャッシュ・フロー 6,429 2,819

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △400 △39

定期預金の払戻による収入 30 －

投資有価証券の取得による支出 － △53

投資有価証券の売却による収入 20 524

有形及び無形固定資産の取得による支出 △456 △393

有形及び無形固定資産の売却による収入 0 0

その他の収入 5 26

投資活動によるキャッシュ・フロー △800 64

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △3,000 －

自己株式の純増減額（△は増加） 10 14

配当金の支払額 △695 △1,021

その他 △4 △3

財務活動によるキャッシュ・フロー △3,689 △1,010

現金及び現金同等物に係る換算差額 217 499

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 2,156 2,372

現金及び現金同等物の期首残高 18,868 20,866

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１ 21,024 ※１ 23,239
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【注記事項】

（継続企業の前提に関する事項）

　該当事項はありません。

 

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

　該当事項はありません。

 

（会計方針の変更）

　・退職給付に関する会計基準等の適用

　「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号　平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」とい

う。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号　平成24年５月17日。以下

「退職給付適用指針」という。）を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げられた

定めについて第１四半期連結会計期間より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、退職給付見込

額の期間帰属方法を期間定額基準から給付算定式基準へ変更、割引率を従業員の平均残存勤務期間に近似した年数

に基づく割引率から、退職給付の支払見込期間及び支払見込期間ごとの金額を反映した単一の加重平均割引率に変

更しております。

　退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従って、当第２四半

期連結累計期間の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を利益剰余金に加減し

ております。

　この結果、当第２四半期連結累計期間の期首の退職給付に係る資産及び利益剰余金がそれぞれ465百万円減少し

ております。また、当第２四半期連結累計期間の経常利益及び税金等調整前四半期純利益はそれぞれ14百万円増加

しております。

 

（会計上の見積りの変更）

　該当事項はありません。

 

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

　該当事項はありません。

 

（表示方法の変更）

　該当事項はありません。

 

（財政状態、経営成績又はキャッシュ・フローの状況に関する事項で、企業集団の財政状態、経営成績及びキャッ

シュ・フローの状況の判断に影響を与えると認められる重要なもの）

　該当事項はありません。

 

（追加情報）

　該当事項はありません。
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（四半期連結貸借対照表関係）

※１　担保に供している資産は、次のとおりであります。

　　前連結会計年度（平成26年３月31日）

被担保債務 担保に供している資産

種類
期末残高
（百万円）

預金
（百万円）

有形固定資産
（百万円）

投資有価証券
（百万円）

計
（百万円）

信用取引借入金 15,253 － － 26 26

短期借入金 4,150 2,820 416 3,849 7,085

金融機関借入金 4,050 2,820 416 ※ 　3,606 6,842

証券金融会社借入金 100 － － 243 243

１年内返済予定の長期借入金 300 － － － －

計 19,703 2,820 416 3,875 7,111

　（注）１　上記の金額は、連結貸借対照表計上額によっております。なお、被担保債務の金額には無担保の

ものを含んでおりません。

２　上記のほか、以下の有価証券を差し入れております。なお、金額は時価によっております。

①　信用取引借入金の担保として、信用取引受入保証金代用有価証券4,697百万円、信用取引の自

己融資見返株券1,164百万円、信用取引借入金の本担保証券15,681百万円。

②　信用取引貸証券965百万円。

③　金融商品取引所への長期差入保証金の代用有価証券として、投資有価証券13百万円。

④　顧客分別金信託として、トレーディング商品５百万円。

⑤　証券金融会社からの借証券の担保として、信用取引の自己融資見返株券397百万円。

⑥　金融商品取引所の清算機関への取引証拠金の代用有価証券として、投資有価証券90百万円。

⑦　金融商品取引所の取引参加者保証金の代用有価証券として、投資有価証券９百万円。

※　１年内返済予定の長期借入金に対する担保にも併せて供しております。

 

　　当第２四半期連結会計期間（平成26年９月30日）

被担保債務 担保に供している資産

種類
期末残高
（百万円）

預金
（百万円）

有形固定資産
（百万円）

投資有価証券
（百万円）

計
（百万円）

信用取引借入金 6,555 － － 25 25

短期借入金 4,150 2,820 414 4,178 7,412

金融機関借入金 4,050 2,820 414 ※ 　3,925 7,159

証券金融会社借入金 100 － － 253 253

１年内返済予定の長期借入金 300 － － － －

計 11,005 2,820 414 4,204 7,438

　（注）１　上記の金額は、四半期連結貸借対照表計上額によっております。なお、被担保債務の金額には無

担保のものを含んでおりません。

２　上記のほか、以下の有価証券を差し入れております。なお、金額は時価によっております。

①　信用取引借入金の担保として、信用取引受入保証金代用有価証券4,333百万円、信用取引の自

己融資見返株券768百万円、信用取引借入金の本担保証券6,647百万円。

②　信用取引貸証券2,100百万円。

③　金融商品取引所への長期差入保証金の代用有価証券として、投資有価証券16百万円。

④　顧客分別金信託として、トレーディング商品５百万円。

⑤　証券金融会社からの借証券の担保として、信用取引の自己融資見返株券277百万円。

⑥　金融商品取引所の清算機関への取引証拠金の代用有価証券として、投資有価証券96百万円。

⑦　金融商品取引所の取引参加者保証金の代用有価証券として、投資有価証券11百万円。

※　１年内返済予定の長期借入金に対する担保にも併せて供しております。

 

　２　担保として差し入れを受けた有価証券は、次のとおりであります。なお、金額は時価によっております。
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前連結会計年度

（平成26年３月31日）
当第２四半期連結会計期間
（平成26年９月30日）

信用取引貸付金の本担保証券 19,143百万円 17,117百万円

信用取引借証券 471 1,036

信用取引受入保証金代用有価証券 19,908 20,899

 

※３　特別法上の準備金の計上を規定した法令の条項は、次のとおりであります。

金融商品取引責任準備金………金融商品取引法第46条の５

 

　４　当社及び連結子会社（東洋証券亜洲有限公司）は運転資金の効率的な調達を行うため、当社は取引銀行11

行と当座貸越契約、取引銀行６行からなる協調融資団と貸出コミットメント契約をそれぞれ締結しており、

連結子会社（東洋証券亜洲有限公司）は取引銀行１行と当座貸越契約を締結しております。これらの契約に

基づく借入未実行残高は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成26年３月31日）
当第２四半期連結会計期間
（平成26年９月30日）

当座貸越極度額及び

貸出コミットメントの総額
25,352百万円 25,531百万円

借入実行残高 4,500 4,500

差引額 20,852 21,031

 

（四半期連結損益及び包括利益計算書関係）

※１　人件費に含まれる賞与引当金繰入額は、次のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自　平成25年４月１日
至　平成25年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成26年４月１日
至　平成26年９月30日）

賞与引当金繰入額 771百万円 622百万円
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※１ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次

のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自 平成25年４月１日
至 平成25年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自 平成26年４月１日
至 平成26年９月30日）

現金・預金 25,147百万円 27,774百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金等 △4,123 △4,535

現金及び現金同等物 21,024 23,239

 

（株主資本等関係）

前第２四半期連結累計期間（自　平成25年４月１日　至　平成25年９月30日）

１　配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年５月13日

取締役会
普通株式 695 8 平成25年３月31日 平成25年６月４日 利益剰余金

 

２　基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間

の末日後となるもの

 該当事項はありません。

 

３　株主資本の著しい変動

　該当事項はありません。

 

当第２四半期連結累計期間（自　平成26年４月１日　至　平成26年９月30日）

１　配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年５月15日

取締役会
普通株式 1,021 12 平成26年３月31日 平成26年６月４日 利益剰余金

 

２　基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間

の末日後となるもの

 該当事項はありません。

 

３　株主資本の著しい変動

　該当事項はありません。

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

前第２四半期連結累計期間（自　平成25年４月１日　至　平成25年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間

（自　平成26年４月１日　至　平成26年９月30日）

　当社グループの報告セグメントは、「投資・金融サービス業」という単一セグメントであるため、セグメン

ト情報の記載を省略しております。
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（金融商品関係）

前連結会計年度（平成26年３月31日）

　連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握するこ

とが極めて困難と認められるものは、含まれておりません（（注）２を参照して下さい）。

 
連結貸借対照表
計上額
（百万円）

時価
（百万円）

差額
（百万円）

(1）現金・預金 25,154 25,154 －

(2）顧客分別金信託 25,375 25,375 －

(3）商品有価証券等 3,077 3,077 －

(4）信用取引貸付金 21,269 21,269 －

(5）投資有価証券 9,448 9,448 －

資産計 84,325 84,325 －

(1）信用取引借入金 15,253 15,253 －

(2）顧客からの預り金 18,725 18,725 －

(3）短期借入金 11,150 11,150 －

負債計 45,129 45,129 －

（※）　デリバティブ取引は、（デリバティブ取引関係）の注記を参照して下さい。

 

当第２四半期連結会計期間（平成26年９月30日）

　四半期連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握

することが極めて困難と認められるものは、含まれておりません（（注）２を参照して下さい）。

 
四半期連結

貸借対照表計上額
（百万円）

時価
（百万円）

差額
（百万円）

(1）現金・預金 27,774 27,774 －

(2）顧客分別金信託 21,456 21,456 －

(3）商品有価証券等 1,919 1,919 －

(4）信用取引貸付金 17,475 17,475 －

(5）投資有価証券 9,625 9,625 －

資産計 78,251 78,251 －

(1）信用取引借入金 6,555 6,555 －

(2）顧客からの預り金 17,508 17,508 －

(3）短期借入金 11,150 11,150 －

負債計 35,214 35,214 －

（※）　デリバティブ取引は、（デリバティブ取引関係）の注記を参照して下さい。

（注）１　金融商品の時価の算定方法

資産

(1）現金・預金

預金はすべて短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから当該帳簿価額によってお

ります。

(2）顧客分別金信託

顧客分別金信託については、時価は帳簿価額と近似していることから当該帳簿価額によっております。
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(3）商品有価証券等、(5）投資有価証券

これらの時価については、株式及び上場投資信託は取引所の価格、債券は外部機関から提示された価格に

よっております。

(4）信用取引貸付金

信用取引貸付金は変動金利によるものであり、短期間で決済されるため時価は帳簿価額と近似しているこ

とから当該帳簿価額によっております。

負債

(1）信用取引借入金

信用取引借入金は変動金利によるものであり、短期間で決済されるため時価は帳簿価額と近似しているこ

とから当該帳簿価額によっております。

(2）顧客からの預り金

顧客からの預り金は、短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから当該帳簿価額に

よっております。

(3）短期借入金

短期借入金は変動金利によるものであり、短期間で市場金利を反映するため時価は帳簿価額と近似してい

ることから当該帳簿価額によっております。

 

　　　２　時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

　　　　　（単位：百万円）

区分
前連結会計年度

（平成26年３月31日）
当第２四半期連結会計期間
（平成26年９月30日）

①　非上場株式 396 396

②　投資事業有限責任組合等への出資 289 195

合計 685 591

（※）　非上場株式及び投資事業有限責任組合等への出資については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて

困難と認められることから「(5）投資有価証券」には含めておりません。
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（有価証券関係）

１　満期保有目的の債券

　　前連結会計年度（平成26年３月31日）及び当第２四半期連結会計期間（平成26年９月30日）

　　該当事項はありません。

 

２　その他有価証券

　　前連結会計年度（平成26年３月31日）

種類
取得原価
（百万円）

連結貸借対照表計上額
（百万円）

差額
（百万円）

連結貸借対照表計上額が取得原価を

超えるもの
   

流動資産に属するもの    

株式 20 276 255

固定資産に属するもの    

株式 3,782 8,685 4,903

小計 3,803 8,962 5,159

連結貸借対照表計上額が取得原価を

超えないもの
   

流動資産に属するもの    

株式 7 5 △2

固定資産に属するもの    

株式 905 762 △143

小計 913 767 △145

合計 4,716 9,729 5,013

（注）　表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。なお、当連結会計年度は14百万円の減損処理を行っ

ております。

 

　　当第２四半期連結会計期間（平成26年９月30日）

種類
取得原価
（百万円）

四半期連結貸借対照表
計上額（百万円）

差額
（百万円）

四半期連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えるもの
   

流動資産に属するもの    

株式 17 325 307

固定資産に属するもの    

株式 4,204 9,186 4,982

小計 4,221 9,512 5,290

四半期連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えないもの
   

固定資産に属するもの    

株式 501 438 △62

小計 501 438 △62

合計 4,722 9,950 5,227

（注）　表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。なお、当第２四半期連結累計期間は18百万円の減損

処理を行っております。
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（デリバティブ取引関係）

１　ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引

　(1）通貨関連

　前連結会計年度（平成26年３月31日）

区分 取引の種類
契約額等
（百万円）

契約額等のうち
１年超（百万円）

時価
（百万円）

評価損益
（百万円）

市

場

取

引

以

外

の

取

引

為替予約取引     

売建     

米ドル 351 － △2 △2

オーストラリアドル 63 － △0 △0

香港ドル 333 － △1 △1

タイバーツ 0 － △0 △0

ブラジルレアル 1 － 0 0

トルコリラ 93 － △0 △0

南アフリカランド 8 － △0 △0

買建     

米ドル 158 － 1 1

オーストラリアドル 28 － 0 0

香港ドル 272 － 3 3

タイバーツ 2 － 0 0

ブラジルレアル 21 － 1 1

トルコリラ 5 － 0 0

南アフリカランド 3 － 0 0

合計 － － 1 1

（注）　時価等の算定方法

為替予約取引…みなし決済損益を時価とし、先物為替相場に基づき算定しております。

 

EDINET提出書類

東洋証券株式会社(E03768)

四半期報告書

33/37



　当第２四半期連結会計期間（平成26年９月30日）

区分 取引の種類
契約額等
（百万円）

契約額等のうち
１年超（百万円）

時価
（百万円）

評価損益
（百万円）

市

場

取

引

以

外

の

取

引

為替予約取引     

売建     

米ドル 486 － △1 △1

オーストラリアドル 4 － 0 0

香港ドル 458 － △0 △0

タイバーツ 1 － 0 0

ブラジルレアル 1 － 0 0

トルコリラ 92 － △0 △0

南アフリカランド 6 － △0 △0

買建     

米ドル 259 － 0 0

オーストラリアドル 2 － 0 0

香港ドル 381 － 4 4

ブラジルレアル 1 － 0 0

トルコリラ 9 － △0 △0

南アフリカランド 6 － 0 0

合計 － － 3 3

（注）　時価等の算定方法

為替予約取引…みなし決済損益を時価とし、先物為替相場に基づき算定しております。
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（企業結合等関係）

　該当事項はありません。

 

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下

のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自　平成25年４月１日
至　平成25年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成26年４月１日
至　平成26年９月30日）

(1）１株当たり四半期純利益 23円57銭 15円0銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益（百万円） 2,051 1,277

普通株式に係る四半期純利益（百万円） 2,051 1,277

普通株式の期中平均株式数（株） 87,045,024 85,143,460

(2）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 23円7銭 14円65銭

（算定上の基礎）   

普通株式増加数（株） 1,888,966 2,034,058

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益の算定に含めなかった潜在株式

で、前連結会計年度末から重要な変動があったもの

の概要

－

 

（重要な後発事象）

　当社は、平成26年10月29日開催の取締役会において、会社法第165条第３項の規定により読み替えて適用される

同法第156条の規定に基づき、自己株式取得に係る事項について決議いたしました。

１　自己株式の取得を行う理由

経営環境の変化に応じた機動的な資本政策を遂行し、総合的な株主還元及び資本効率の向上を図るため。

２　取得対象株式の種類

当社普通株式

３　取得し得る株式の総数

2,000,000株（上限）　（発行済株式総数（自己株式を除く）に対する割合　2.34％）

４　株式の取得価額の総額

650,000,000円（上限）

５　取得期間

平成26年11月５日～平成26年12月22日

６　取得の方法

信託方式による市場買付

 

 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成26年11月13日

東洋証券株式会社

取締役会　御中

 

有限責任 あずさ監査法人

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 小　澤　陽　一　　㊞

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 熊　木　幸　雄　　㊞

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 奥　村　始　史　　㊞

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている東洋証券株式会

社の平成26年４月１日から平成27年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間(平成26年７月１日から平

成　26年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成26年４月１日から平成26年９月30日まで)に係る四半期連結財

務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益及び包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フロー計算書

及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、東洋証券株式会社及び連結子会社の平成26年９月30日現在の財政状

態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期

間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ

た。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上
 
(注) １　上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２　ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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